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本日の報告概要

１．宇部市の概要

２．下水道事業の概要

３．事業運営上の課題

４．官民連携導入の検討

５．今後の取り組み計画
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1. 宇部市の概要

宇部市

～ みんなで築く活力と交流による元気都市 ～

平成２７年度末
行政人口 ：１６８，８０４人（県内３番目）
総面積 ：２８７．７１ｋｍ2
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2. 下水道事業の概要

楠処理区

西部処理区

東部処理区
阿知須処理区

現在の公共下水道全体計画

処 理 区 計画処理面積

東部処理区 2,263 ha

西部処理区 2,936 ha

楠処理区 264 ha

阿知須処理区 970 ha

計 6,433 ha

昭和２３年より下水道事業認可
を取得し事業着手

昭和4３年に分流式下水道に
事業着手
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3. 事業運営上の課題

【現状の人員体制】

➢ 下水道整備課
・3年後から職員不足が顕在化する。
・管路劣化調査・維持管理等の民間委託を早急に検討する。
➢ 下水道施設課
・処理場・雨水ポンプ場の再構築需要により、5年後より人員不足が顕在化する。
・職員の再任用を考慮しても長期的に人員が不足する（維持管理人員）。
・民間委託化の検討を早急に開始する必要がある。

 浄化センターの維持管理については、直営で対応。

 下水道管路の維持管理は、修繕工事以外概ね直営で対応。

 各事業とも管路の更新整備は、工事以外概ね直営で対応。

計画や設計では特殊なものは委託で対応。

【人員不足の状況と民間活用手法】 職員任用非考慮、再任用あり
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４．官民連携導入の検討
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課題の整理と官民連携を活用した対処方法（案）

 全ての課題に対応する手法は公共施設等運営権であるものの、導入に向けては庁内や住民を含

めた調整が必要になることや改築更新時期等を踏まえて導入計画を策定する必要がある。

 昨年度の総政局先導的官民連携支援事業の検討においても、人員の過不足の状況を見据えなが

ら段階的に拡大する計画を策定しており、以降の頁においても、人員の過不足の状況を勘案し

段階的な導入を検討した。

課題 課題概要 既に着手している取組

解決のための官民連携手法

包括的
民間委託

DBO/PFI
公共施設
等運営権

人材・
組織

 下水道事業に係る職員について、全体的に平均年齢が高く、
若年層が少ないため、人材不足になることが推測される。

 玉川ポンプ場に関するDBO実
施

○ ○

 管路施設維持管理については、現業職に支えられており、
平均年齢も高いことから、人材不足になることが推測される。

－ ○

 処理施設については、現業職に支えられており、また50歳以
上が半数以上を占めることから、2箇所の処理施設の直営体
制を維持することは困難であると推測される。

－ ○

施設・
資金

 西部浄化センターの改築更新に着手する必要があり、建設
改良事業費が大幅に増加することが見込まれる。

 東部浄化センターは再構築を
実施中

○ ○

 今後、管路施設の更新・修繕需要が高くなる。  布設替、更生を適宜実施 ○ ○
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将来的な導入イメージ

 官民連携の基礎を築くことや改築更新の時期、そして今後の人員の過不足状況を考慮し、当初は営

業関連業務や維持管理業務などを包括的民間委託により事業を開始する。将来的には西部浄化セン

ターの改築更新を含めた業務範囲で公共施設等運営権を活用することで、さらに効率化を促進し、

需要リスクの移転や運営権対価の享受等さらにメリットが拡大することも考えられる。

 また、東部浄化センターについては、モニタリング能力の確保、技術継承や危機管理意識の維持・

向上のため、現状と同様に直営とする。

宇部市上下水道局

直営管理
東部浄化センター

東部浄化センターについては、以下の観点か
ら直営管理とする。

 職員の技術力の維持・継承
 危機管理意識の維持・向上
 モニタリング能力の確保

将来的な管理体制イメージ

PPPにより運営

SPC

改築更新
維持管理・
運営

金融機関

利用者

再委託

融資

契約

サービス提供

• 民間ノウハウによ
りコスト削減

• 最新技術の活用

• IT活用により施設
の無人管理や点
検等の効率化

※使用料（利用料）

※運営権対価

※は公共施設等運営権を
適用した場合

利用者

使用料

 相互にベンチマークし、お
互いの良い取組を共有し、
常に改善を追求

 緊急時には直営部隊が
バックアップ

役割 ・政策立案（政策判断）
・危機管理
・モニタリング
・水質管理 等
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導入時の期待効果

改築更新費用の低減

維持管理・運営費用の低減

長寿命化対策の強化

経営管理の強化

 改築更新と維持管理を一体で競争にかけることによりライフサイクルコストの低減に向けた民間ノウハウの活用が促進され、低コスト技術の

採用や効率化を追求したスペックを採用する機運が働き、結果改築更新費用の低減が実現できる。

 多能工化や業務効率化等により運営体制の見直し、IT活用により点検等効率化、調達の効率化等により維持管理・運営費用の削減が図

られる。

 長寿命化対策を一体化することで責任を持った実態検査が行われるとともに、上記のコスト削減による投資費用のねん出や民間ノウハウを

生かした最適な長寿命化対策の選択などにより全体的な長寿命化対策の強化が期待できる。

 上記取組により経営改善や長寿命化対策が進み経営管理体制の強化につながる。

 市中金融機関を活用することにより資金調達も多様化される。

財務の改善

 上記のコスト改善により、財務上も収支改善が期待され、利用料金の値上げの抑制にもつながることが期待される。

 公共施設等運営権を導入する場合、運営権対価が民間事業者から支払われる可能性がある。

 直営組織では予算制度や会計法令等の制約が多く効率性の追求には限界がある。官民連携手法を活用

することで、市は政策立案や企画等のコア業務に集中し、執行を官民連携に委ねることにより以下の

ような効果が期待される。
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今後の民間活用導入スケジュール（案）

 先行して進んでいるポンプ場DBOの取組みを踏まえて以下のようなスケジュールを想定

玉川ポンプ場はDBOとして、その後管路や処理場の民間委託を実施。その際に玉川ポンプ場との包括も検討。

原案概要

考え方 対象業務 30年 31年 32年 33年 34年 35年 36年 37年 38年～

貴
市
案

• 管路の維持管理包括は、
平成31年より開始

• 処理施設の維持管理包
括は平成33年より開始
し、玉川P受託者に第2
期目の委託を検討

窓口業務

料金徴収

管路維持管理

施設維持管理 コンセッションを視野にスキームの検討中

管路更新修繕

西部浄化センター更新

玉川ポンプ場維持管理 DBOにより対応（維持管理はH57年まで）

包括的民間委託（包括年数は3～5年毎）

 将来的に西部浄化センターは民間、東部浄化センターは直営を想定。
 維持管理の効率化により、コスト削減を推進。
 玉川P場は平成35～37年に供用開始を想定。（※供用後50年以上経過しており、改築を遅らせることは難しい）
 玉川P場は、建設までが事業費の多くを占めていることから、責任を担保するために「O」まで含めた事業スキームとした
い。

 スケールメリットを働かせるため、先行して着手予定の玉川Pの事業者に西部浄化センターの維持管理を委託することも
一案として検討。

基本的方針
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民間活用導入における工夫

 ポンプ場のみではオペレーションの業務量が小さいことから処理場も合わせてスケールメリットを働

かせ、一体的な運用を志向。これにより民間企業の参入意向の拡大を期待。

課題 対応案

【課題①】
ポンプ場の単独での維持管理運営では、非効率。

• 処理場の包括的民間委託と一体的な実施を可
能にする

【課題③】

ポンプ場受託企業者に処理場の包括的民間委
託を委ねる場合、能力が異なる。

• ポンプ場DBO事業の公募時に処理場の維持管
理・運営能力についても評価

【課題②】

処理場包括期間が短い場合、競争性が働きにく
い

• 期間を3年~5年以上とする
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５．今後の取り組み計画
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今後の検討課題

 将来の改築更新等に範囲を広げた場合の課題を今後検討していく

論点 内容 検討事項

事業スキームの検討

• ポンプ場DBO事業者に処理場の包括的民間委託

を委ね、トータルで効率化を促す事業スキームの
検討

• 包括的民間委託実施に係る能力
及びコスト削減効果にかかる評
価基準の検討

• 契約条件における効率化を促す
仕組みの検討

将来的なコンセッション
の競争環境の確保

【契約解除の可能性の明記の必要性】

• 将来的にコンセッション等を実施する際に、運営権
者が代わった場合ポンプ場DBOの契約を打ち切る

ことも念頭に置く必要があるため、リスク分担や契
約書にそのような可能性及び実行する場合の市負
担について検討しておく

• ポンプ場のDBO事業における契
約解除規程の検討

• 契約解除時における市負担の検
討

【競争環境がより限定される可能性の確認】
• 玉川ポンプ場DBOのみの発注に比べて処理場の

包括的民間委託まで加え、民間企業の参入意欲
の拡大による競争環境の確保の可能性を市場調
査により確認する。

• 参画可能性のある電機メーカー、
機械メーカー、管路メーカー等へ
のヒアリング調査の実施

【将来的なコンセッションの競争環境にも影響が生じ
る可能性】

• 将来的にコンセッションを実施する場合に玉川ポン
プ場DBOの運営事業者が有利な印象が強くなり、

コンセッションに移行した場合、民間事業者の関心
が限定される可能性がある。この可能性を市場調
査により確認する。


